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道路占用および使用許可手続きのワンストップ化

電子政府化のIT投資と、①上記申請関連様式の標準化、②申請書類・占用料のオンライン提出、③既存の手作業業務の
合理化を同時実施することによって、効率的な道路占用・使用手続のワンストップ化が実現する。

2.関連行政業務の効率化

電子政府後

電子政府の効用

1.事業活動の効率化
　(光ファイバー敷設の迅速化、コストダウン)

1.国・地方公共団体間における道路占用・使用申請関連様
　式の標準化(申請書様式等)

電子政府前

　　　　　事業者Ａ

(光ファイバーを地中管路に敷設)

国

道

道

道

県

市

光ファイバー敷設ルート

①国道の占用申請　　　　　　　　
　資料提出(図面等)　　　　　　　　
　占用料支払い

建設省

②県道の占用申請　　　　　　　　
　資料提出(図面等)　　　　　　　　
　占用料支払い

③市道の占用申請　　　　　　　　
　資料提出(図面等)　　　　　　　　
　占用料支払い 県　庁

市役所

警察署

④道路使用申請　　　　
　資料提出(図面等)　　

　　　　　事業者Ａ
(光ファイバーを地中管路に敷設)

国

道

道

道

県

市

建設省
(1)　申請関連情報
　を入力
(2)　オンラインで資料
　提出、占用料納付
(3)　オンラインで本人
　確認

県　庁

市役所

警察署

オンラインで自動的に
に申請情報等が振り分け

IT投資と同時実施すべき業務改革例

2.書面・資料の提出、占用料納付等のオンライン化
　(関連法令の見直し等)
　　

2.書面・資料の提出、占用料納付等のオンライン化
　(関連法令の見直し等)
　　

3.既存の手作業業務の合理化　

(道路管理者を通じ　　
ても申請可能)　　

2000年9月20日　　　
(社)経済団体連合会
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輸入関連手続きのワンストップ化

電子政府化のIT投資と、①申請関連書類の削減、②一般回線を通じた申請の実現、③申請書類のオンライン提出、④既存
の手作業業務の合理化の同時実施により、効率的な輸入関連業務のワンストップ化が実現する

2.輸入関連行政業務の効率化・迅速化

電子政府の効用

1.輸入手続きの効率化・迅速化・簡素化*
　　輸入品価格低下が期待
　　

1.輸入手続きの効率化・迅速化・簡素化*
　　輸入品価格低下が期待
　　

2.一般回線を利用した輸入関連申請実現
　　　一般回線(インターネット)を利用することにより、
　　維持費が低下
　(参考)シンガポールでは一般回線経由でも輸入関連申請が可能

電子政府後 1.輸入関連申請書類の見直し・削減
　　現状では、国籍証書、入港届、前港出港許可証等、
　　30種類超の書類提出が必要

3.添付書類提出のオンライン化
　(書面の提出を求める関税法等の見直し等)

仕入書、原産地証明
書等は書面で提出

輸入企業

(1)　輸入申請関連情報を入力
(2)　オンラインで資料提出・手数料納付
(3)　オンラインでの本人確認

農水省

通産省

税　関

厚生省

港湾管理者

通関業者等
オンラインで自動的に
情報が各機関に提供

オンラインでは、手続きが完
結しない(別途、紙が必要)

輸入許可申請

電子政府前

輸入企業 税　関

農水省

厚生省
通産省

(動物・植物検疫)

(食品検疫)

港湾管理者

通関業者等

搬入情報、輸入申
告情報を提供　　
(仕入書、原産地
証明書等は書面
で提出）

専用回線
(NACCS)

関連証明証は書面で提出

関連証明証は書面で提出

（ )

4.既存の手作業業務の合理化　

*　シンガポールでは、１回のデータ入力で必要な全ての官庁に対する　
　手続きが行え(ワンストップ化)、通関申告から15分で許可がおりる。　　
　(日本の場合は、400分程度)　　(出典)電気通信審議会資料(99年5月)

IT投資と同時実施すべき業務改革例
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歳出・歳入手続きの電子化

電子政府化のIT投資と、①納付書等の電子化や、②関連データの標準化、③民間ネットワークの上手な活用、④既存の
手作業業務の合理化の同時実施により、利便性の高い歳出・歳入手続きの電子化が実現する。

民間金融機関
(日銀歳入代理店)

電子政府前

2.民間金融機関の事務効率化
　　*年間300億円(910万時間)以上の効率化

電子政府後

電子政府の効用(国庫金事務全般が電子化された場合)

1.個人の利便性の向上
　*年間300億円(1500万時間)以上の節約

1. 官官、官民の間で書面（納付書・納入告知書など）の
　使用を義務づける法令の見直し
　(財政法、会計法、会計検査院法、補助金等に係る予算の執行の適
　　正化に関する法律、予算決算及び会計令等)

*　経団連試算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　年間現金納付件数6100万件、年間国庫金書面振込件数5000万件等
の数値を使用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(注)　地方公共団体の歳入・歳出手続きが電子化されれば、効用は更に
　　　拡大

3.国の歳入・歳出事務の効率化
　　*年間400億円(1250万時間)以上の効率化

《申告税納付の場合》

入金情報を記した　
磁気テープを搬送

 　個 人

日　銀

(注)民間金融取引（証券取引や為替取引）で実現しつつある処理方法。

2.歳入・歳出関連データの標準化
　(現状は、歳入・歳出の種類毎に多様な書式が存在)

3.民間ネットワークの上手な活用
　(官庁側による適正なコスト分担を含む)

国税庁
徴収簿の処理が自動的
に終了

オンラインで自動処理
(ストレート・スルー・プロセッシング、注)

 　    個 人

日　銀民間金融機関 　　　　　　　　
(日銀歳入代理店)

納付書、　
現金を持参

領収済通知書を搬送

国税庁

通知書を一枚
一枚、読み取り
機にかける

窓口時間　　　　
　9時～15時

手作業で納付
データを入力

→政府口座へ入金

申告書を提出(郵送)
申告書を一枚一枚読み取り機に
かけた上で、データ照合

(1)納税データを自宅パソコン、携　
　帯、公民館設置端末等に入力
(2)オンラインで本人確認

政府口座へ入金

4.既存の手作業業務の合理化　

ＩＴ投資と同時実施すべき業務改革例



(社)経済団体連合会 4

住所変更手続きのワンストップ化

電子政府化のIT投資と、①転入・転出事務ならびに②台帳事務の撤廃によって、効率的な住
所関連手続きのワンストップ化が実現する。

電子政府前

2.地方公共団体の転出・転入届出関連事務の効率化
　　*年間105.9億円(285.1万時間)の効率化

電子政府後

電子政府の効用

IT投資と同時実施すべき業務改革例

1.個人の利便性の向上
　(いつでもどこでもワンストップで手続き完了)
　　*年間128.5億円(1096.8万時間)の節約

個人Ａ(B市からＣ市に転居)

Ｂ市 Ｃ市
窓口時間　　　
8時30分～　　
17時

①　転出届け　　　　　　　　　　　
　　身分証明証持参　　　　

②　転出証明証発行

③　転入届け　　　　　　　　　　　　　　　
　　転出証明証、身分証明証持参

個人Ａ(B市からＣ市に転居)

Ｂ市 Ｃ市

(1)　自宅パソコン、携帯電話、公民館設置の
　端末等に新旧住所情報等を入力
(2)　オンラインでの本人確認

オンラインで自動的に
Ｂ市に情報が提供

転出情報

24時間いつでも届出可能

1.転入・転出手続業務の撤廃
　　オンラインで自動的にコンピュータ処理可能なため

2.台帳事務(転入市町村から転出市町村への連絡等)の撤廃
　　オンラインで自動的に情報が提供され処理可能なため

窓口時間　　　
8時30分～　　
17時

*　経団連試算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年間転入・転出件数は940万件、役所側の手続き所用時間　　　
13.2分、住民側所用時間70分等の数値を用いて試算
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危機管理情報ネットワークの実現

電子政府化のIT投資と、①組織間・レベル(現場・国)間で共有する情報項目の決定、②情報様式等の標準化、③組織間連携
の強化を同時実施することにより、国全体の危機管理能力を高める情報ネットワークが実現する。

電子政府前

3．現場の報告作業負担の軽減*
  

3．現場の報告作業負担の軽減*
  

電子政府後

電子政府の効用

ＩＴ投資と同時実施すべき業務改革例

1.迅速な情報伝達による適切な初動対応の実現
     

1.迅速な情報伝達による適切な初動対応の実現
     

1.組織間・レベル間で共有する情報項目の決定
　(各組織がバラバラに上位組織に報告する体制を改め、迅速
　な共有を可能に)

《災害発生時における情報の流れ》

災
害
発
生

A市役所出先

最寄り交番

自衛隊

国道工事事務所

警察署

消防署

防衛庁

自治省

建設省

国土庁Ｂ県庁

警察庁

総
理
官
邸消防署出先

A市本庁

2.レベル毎(現場・国)の情報共有による相互連携の強化

3.レベル毎の組織間連携強化
　

　組織毎等に多様な様式(100種類以上)が設定

防衛庁

自治省

建設省

国土庁

警察庁

総
理
官
邸

災
害
発
生

A市役所出先

最寄り交番

国道工事事務所

消防署
消防署出先

警察署

Ｂ県庁

A市本庁

組織毎に収集した情報を、迅速に
現場レベルで共有

国レベルの迅速な
情報共有

実作業における連携強化と効果的な
資源(特殊機材、人員等)投入

国の資源(特殊機材、
人員等)の投入等

自衛隊自衛隊出先

*現状で、県は、100以上の報告様式で、200ヶ所以上に報告すること
が必要(報告作業だけで大変な業務量)。
　電子政府後は、報告様式の標準化、ネットワ－ク配信により、
報告作業に充てていた労力を災害対策実作業に向けることが可能

2. 組織間の情報様式等の標準化
　


